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開発行為事前審査（協議）依頼書 

    年  月  日 

（宛先）静岡市長 

申請者  住 所 

                           氏 名 

                           電 話 

 下記のとおり、開発行為を行いたいので、静岡市開発行為指導基準第１節 の規定により 

事前審査（協議）を依頼します。 

記 

１ 開発行為をしようとする場所 

２ 地域地区等  □市街化区域     用途地域（   ） 

         □市街化調整区域 

         □都市計画区域外 

３ 面   積            ㎡ 

４ 予定建築物等 

５ 使用施設等 

６ 添 付 図 書 

 (1) 開 発 区 域 位 置 図   縮尺１／２５，０００ 以上 

 (2) 開 発 区 域 図   縮尺１／２，５００ 程度 

 (3) 現 況 図   縮尺１／５００～１／１，０００ 

 (4) 土地利用計画平面図   縮尺１／５００～１／１，０００ 

 (5) 予定建築物等の図面   平面図及び立面図（建物の高さを記入してください） 

               縮尺は適宜 

 (6) 使 用 施 設 の 概 要   規模、能力及び配置図 

(7) 全 部 事 項 証 明 書      関係する全ての地番 

 (8) 公 図 写   区域周辺も含め着色してください 

 (9) 現 況 写 真   手札判程度、大規模開発にあたっては撮影位置を現況 

               図に示してください 
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開 発 計 画 概 要 書 

開発区域の地名地番  

地

目

地 目 区 分 宅 地 農 地 山 林 公共用地 その他 合 計 

面 積      ㎡

比 率      100％

権利等  地盤の状況  

設 計 者 

住所・氏名 

工事施工者 

住所・氏名 

開

発

区

域

の

状

況

急傾斜地崩壊危険区域 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

土砂災害特別警戒区域 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

農振法（農用地等） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

農地法（農地） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

森林法（保安林等） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

河川法（河川区域等） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

自然公園法（県立公園等） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

風致地区（第１種・第２種） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

文化財保護法（埋蔵文化財等） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

砂防指定地 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

県建築基準条例（第10条） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

土壌汚染対策法 内（      ）外  要 ・ 不要 

都市計画法 

（都市施設及びその他区域） 

内（      ）外  有 ・ 無 

接
続
道
路

道路の名称 
放

流

先

河川等の名称

管 理 者 管 理 者

道路幅員  整 備 状 況

放流の承認整備状況  

土
地
の
利
用
計
画

営業

用地

（自

己用

地含

む） 

公共の用に供する土地  

その他 合  計 

道路用地 公園用地
排水施設

用地

面    積          ㎡

比    率      100％ 

水 道 施 設 ガ ス 施 設 汚水処理施設 雨水流出抑制施設 そ の 他

予定工期 着手     年  月  日 完了     年  月  日 
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開発行為変更事前審査（協議）依頼書

                               年  月  日 

（宛先）静岡市長 

申請者  住 所 

                          氏 名 

                          電 話 

下記のとおり、    年  月  日付   第          号で通知を受 

けた開発行為事前審査について、開発計画の変更を行いたいので、静岡市開発行為指導基準 

第１節  の規定により、開発計画の変更事前審査（協議）を依頼します。 

記 

変 更 前 変 更 後 

１ 開発行為をしよう 

と す る 場 所 

２ 地 域 地 区 等 

□市街化区域 用途地域（  ） 

□市街化調整区域 

□都市計画区域外 

□市街化区域 用途地域（  ） 

□市街化調整区域 

□都市計画区域外 

３ 面 積            ㎡            ㎡ 

４ 予 定 建 築 物 等   

５ 使 用 施 設 等   

６ 添 付 図 書 

 (1) 開 発 区 域 位 置 図  縮尺1／25,000以上 

 (2) 開 発 区 域 図  縮尺1／2,500程度 

 (3) 現 況 図  縮尺1／500～1／1,000 

 (4) 土地利用計画平面図  縮尺1／500～1／1,000 

 (5) 予定建築物等の図面  平面図及び立面図（建物の高さを記入すること）縮尺は適宜 

 (6) 使 用 施 設 の 概 要  規模、能力及び配置図 

 (7) 公 図 写  区域周辺も含め着色すること 

 (8) 現 況 写 真  手札版程度、大規模開発にあっては撮影位置を現況図に示すこと 

  ※変更の添付図書については、変更箇所の図面のみ提出 
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開 発 計 画 変 更 概 要 書 

開発区域の地名地番  

地

目

地 目 区 部 宅 地 農 地 山 林 公共用地 その他 合 計 

面 積      ㎡

比 率      100％

権 利 等  地盤の状況  

設 計 者 

住所・氏名 

工事施工者 

住所・氏名 

開

発

区

域

の

状

況

急傾斜地崩壊危険区域 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

土砂災害特別警戒区域 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

農振法（農用地等） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

農地法（農地） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

森林法（保安林等） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

河川法（河川区域等） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

自然公園法（県立公園等） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

風致地区（第１種・第２種） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

文化財保護法（埋蔵文化財等） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

砂防指定地 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

県建築基準条例（第10条） 内（      ）外 許可 要 ・ 不要 

土壌汚染対策法 内（      ）外  要 ・ 不要 

都市計画法（都市施設及びその

他区域） 
内（      ）外  有 ・ 無 

接
続
道
路

道路の名称 
放

流

先

河川等の名称

管 理 者 管 理 者

道 路 幅 員 整 備 状 況

放流の承認整 備 状 況 

土

地

の

利

用

計

画

営業

用地

（自

己用

地含

む） 

公 共 の 用 に 供 す る 土 地 

その他 

道路用地 公園用地
排水施設 

用地

合  計 

面    積     ㎡

比    率      100％ 

水 道 施 設 ガ ス 施 設 汚水処理施設 雨水流出抑制施設 そ の 他

予定工期 着手     年  月  日 完了     年  月  日 

変更前は上段・赤書、変更後は下段・黒書とし２段書きで記入してください。 



- 150 - 

別記様式第二（第16条関係） 

開 発 行 為 許 可 申 請 書 

都市計画法第 29 条第１項の規定により開発行為の許可を 

申 請 し ま す 。 

年  月  日 

（宛先）静岡市長 

許可申請者  住  所 

              氏  名            

※ 手 数 料 欄

開

発

行

為

の

概

要

１ 開発区域に含まれる地域の名称

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年  月  日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

自己の居住の用に供するもの、

７ 自己の業務の用に供するもの、

そ の 他 の も の の 別

８ 法第34条の該当号及び  

該当する理由            

９ そ の 他 必 要 な 事 項

※ 受 付 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日   第     号 

※ 許 可 に 付 し た 条 件  

※ 許 可 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日   第     号 

備考１ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合において、氏名は、その法人の名称及び代 

表者の氏名を記載すること。 

  ２ ※印のある欄は記載しないこと。 

  ３ 「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域 

   内において行われる場合に記載すること。 

４ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令に 

よる許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 
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別記様式第二の二（第16条関係） 

開 発 行 為 許 可 申 請 書 

都市計画法第 29 条第２項の規定により開発行為の許可を 

申 請 し ま す 。 

年  月  日 

（宛先）静岡市長 

許可申請者  住  所 

              氏  名            

※ 手 数 料 欄

開

発

行

為

の

概

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年  月  日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

自己の居住の用に供するもの、

７  自己の業務の用に供するもの、

そ の 他 の も の の 別 

８ そ の 他 必 要 な 事 項  

※ 受 付 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日   第     号 

※ 許 可 に 付 し た 条 件  

※ 許 可 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日   第     号 

備考１ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合において、氏名は、その法人の名称及び 

代表者の氏名を記載すること。 

  ２ ※印のある欄は記載しないこと。 

  ３ ｢その他必要な事項｣の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令に 

よる許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 



- 152 - 

様式第１号（第３条関係） 

設 計 説 明 書 

 １ 設計の方針 

  (１) 開 発 の 目 的 

  (２) 基 本 方 針 

 ２ 開発区域内の土地の現況 

  (１) 地 域 地 区 等 

     □ 市街化区域  □ 市街化調整区域  □ 都市計画区域外の区域 

       用途地域等（       ） 

  (２) 地目別の内訳 

地 目 区 分 宅 地 農 地 山 林 公共用地 そ の 他 合 計

面 積
m2 m2 m2 m2 m2 m2

比 率
％ ％ ％ ％ ％ ％

100 

 ３ 土地利用計画 

土地利用区分 宅 地 用 地
公 共 施 設 用 地 そ の 他 の

用 地
計 

道 路 水 路

面 積
m2 m2 m2 m2 m2

比 率
％ ％ ％ ％ ％

100 

 ４ 住区街区の設定計画 

街 区 数 区画
最 大 街 区

面 積

m2 街 区 最 長

辺 長

m

最 大 区 画

面 積

m2 最 小 区 画

面 積

m2 平 均 区 画

面 積

m2

予定建築物   そ の 他 合 計

区 画 数
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 ５ 公共施設の整備計画 

  (１) 道 路 

  (２) 上 水 道 

  (３) 下水道（処理場を含む。） 

  (４) 公 園 

  (５) 河 川・水 路 

  (６) 消防水利施設 

区 分 道 路 用 地 公 園 用 地
排 水 施 設

用 地

そ の 他 の

用 地
合 計

面 積

m2 m2 m2 m2 m2

比 率

％ ％ ％ ％ ％

100 

 ６ 公益的施設の配置計画 

名 称

敷 地 面 積

m2 m2 m2 m2 m2

管 理 者

整 備 計 画

建  設 

時 期 等 

 ７ 環境保全の計画 

 (注) 

  １ 設計の方針には開発の目的と計画上周辺地との関連や計画の設計に際し、特に留意

した事項等を記入してください。 

  ２ 公益的施設の配置計画には、都市計画法第 29 条第１項第３号及び都市計画法施行

令第27条の公益的施設について記入してください。 

  ３ 設計変更する場合は、変更事項についてのみ原設計を上段に朱書で併記してください。 
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様式第２号（第３条関係） 

設 計 概 要 書 

 １ 設 計 の 方 針 

  (１) 開 発 の 目 的 

  (２) 基 本 方 針 

 ２ 開発区域内の土地の現況 

  (１) 地 域 地 区 等 

     □ 市街化区域  □ 市街化調整区域  □ 都市計画区域外の区域 

       用途地域等（         ） 

  (２) 地目別の内訳 

地 目 区 分 宅 地 農 地 山 林 公共用地 そ の 他 合 計

面 積
m2 m2 m2 m2 m2 m2

比 率
％ ％ ％ ％ ％ ％

100 

 ３ 土地利用計画 

土地利用

区 分 
宅 地 用 地

公 共 施 設 用 地 そ の 他

の 用 地 
計 

道 路 水 路 

面 積 
m2 m2 m2 m2 m2

比 率 
％ ％ ％ ％ ％

100 

 ４ 排水施設の整備計画 

 ５ 地盤対策及び法面処理の計画 

 ６ 公共施設の整備計画 

 ７ 環境保全の計画 

(注) 

  １ 設計の方針には、開発の目的と計画上周辺地との関連や、計画の設計に際し、特に

留意した事項等を記入してください。 

  ２ 設計変更する場合は、変更事項についてのみ原設計を上段に朱書で併記してください。 
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様式第３号（第３条関係） 

新 設 す る 公 共 施 設 一 覧 表 

新 設 す る

公 共 施 設

の 名 称

新 旧

対 照 図

に付した

番 号

概 要 管理者と

なるべき

者の名称

協 議

成 立・

協 議 中

の 別

用 地

の帰属
摘 要

延長 幅員 面積

  ｍ ｍ ｍ2

 (注) 

  １ 新設する公共施設の名称は、道路、公園等の種別ごとに記入してください。 

  ２ 新設する公共施設のうち、道路についての概要欄の幅員は、有効幅員を、面積につ

いては、道路敷の面積を記入してください。 

  ３ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入してください。 

  ４ 拡幅の場合は、従前の公共施設の番号、幅員等を摘要の欄に記入してください。 
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様式第４号（第３条関係） 

従 前 の 公 共 施 設 一 覧 表 

従 前 の

公共施設

の 名 称

新 旧

対 照 図

に付した

番 号

廃 止、

付替え、

拡 幅 等

の 別

概 要 管 理 者 
所有者

の名称
摘 要

延長 幅員 面積 名称
同意の

有 無

   ｍ ｍ ｍ2

 (注) 

  １ 従前の公共施設の名称は、道路、公園等の種別ごとに記入してください。 

  ２ 従前の公共施設のうち、道路についての概要欄の幅員は、有効幅員を、面積につい

ては、道路敷の面積を記入してください。 

  ３ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入してください。 

  ４ 管理者が多数あるときは、別紙としてください。 
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様式第５号（第３条関係） 

開 発 区 域 内 権 利 者 一 覧 表 

物 件 の

種 類

所 在 及 び

地 番
面 積

権 利 の

種 別

権利者の

氏 名

同 意 の

有 無
摘 要

m2

 (注) 

  １ 物件の種類の欄には、土地・建物等の種別を記入してください。 

  ２ 権利の種別の欄には、所有権・抵当権等の別を記入してください。 

  ３ 同意の有無の欄には、その旨を記入し、協議中の場合はその経過を示す説明書を添

えてください。 

  ４ 同一物件に権利者が２人以上ある場合は、摘要の欄にその旨を記入してください。 
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様式第６号（第３条関係） 

開発行為の施行等の同意書 

年 月 日  

開発者 
住 所 

氏 名     様 

住 所           

権利者 氏 名        印  

電 話           

  私が権利を有する次の物件について開発行為及び開発行為に関する工事を行うことに同意

します。 

  なお、当該物件が公共施設の用に供する土地となる場合があっても異議ありません。 

物 件 の 種 類 所在及び地番 面 積 権 利 の 種 別 摘 要 

  m2

 (注)この同意書には、権利者の印鑑証明書を添付してください。 
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様式第７号（第３条関係） 

設計者の資格に関する申告書 

年 月 日  

（宛先）静岡市長 

住 所           

設計者 氏 名           

年  月  日生  

電 話           

  都市計画法第31条に規定する設計者の資格について、次のとおり申告します。 

学

歴

学 校 の 名 称 学部及び学科 所 在 地 修 業 年 限

実

務

経

歴

勤 務 先 所 在 地 職 名 在職期間（合計 年 月） 

   年 月から  年 月まで

   年 月から  年 月まで

   年 月から  年 月まで

   年 月から  年 月まで

設

計

経

歴

事 業 主 体 工 事 施 行 者 施行場所 面 積 
許認可の番号及び
  年  月  日 

m2 第   号 
年  月  日

第   号 
年  月  日

第   号 
年  月  日

第   号 
年  月  日

都市計画法施行規則第19条の該当資格 
□ 第１号

□ 第２号
イ・ロ・ハ・ニ・ホ・へ・ト 

 (注) 

  １ 学歴の欄には、設計者の資格に関係のある学歴を記入してください。 

  ２ 実務経歴及び設計経歴の欄には、宅地開発に関する経歴のみを記入してください。 

  ３ 都市計画法施行規則第19条に規定する資格を証するものの写し書類を添付して 

ください。 

  ４ 設計経歴欄には、20ヘクタール以上の開発行為に関する工事の経歴を記入して 

ください。 
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様式第８号（第３条関係） 

申請者の資力及び信用に関する申告書 

年 月 日  

（宛先）静岡市長 

住所
法人にあっては、その
主たる事務所の所在地

申請者 氏名
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名

電話

  都市計画法第33条第１項第12号に規定する必要な資力及び信用について、次のとおり申

告します。 

設 立 年 月 日 年  月  日 資本金 千円

法 令 に よ る 登 録 等

従 業 員 数      人（うち土木建築関係技術者    人） 

前 年 度 事 業 量 千円 資産総額 千円

前年度又は前年の納税額 法人税又は所得税      千円 事業税     千円 

主 た る 取引 金 融 機 関

工事監理者の住所及び氏名
役

員

略

歴

職 名 氏 名 年 齢 在社年数 資格・免許・学歴・その他 

  歳 年

宅

地

造

成

経

歴

工事の名称 工事施行者 工事施行場所 面 積
許認可の年月日
及 び 番 号

着工及び完了の
年 月

m2 年 月 日
第   号 

年 月着工
年 月完了

年 月 日
第   号 

年 月着工
年 月完了

年 月 日
第   号 

年 月着工
年 月完了

年 月 日
第   号 

年 月着工
年 月完了

年 月 日
第   号 

年 月着工
年 月完了

 (注) 

  １ 法令による登録等の欄には、宅地建物取引業法による宅地建物取引業者の免許、建

築士法による建築士事務所の登録、建設業法による建設業者の登録等について記入し

てください。 

  ２ この申告書には、次に掲げる書類を添付してください。 

   (１)前年度に係る法人税又は前年に係る所得税の納税証明書 

   (２)法人の登記簿謄本（個人の場合は、本籍地市区町村長の発行する身分証明書） 

   (３)貸借対照表及び損益計算書（直前の事業年度のもの） 

   (４)銀行等の預金残高証明書 
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別記様式第三（第16条関係） 

資 金 計 画 書 

１ 収 支 計 画 

（単位  千円） 

科               目 金             額 

収
処     分     収     入

宅 地 処 分 収 入 

入

補 助 負 担 金

計 

支

出

用 地 費

工 事 費

整 地 工 事 費

道 路 工 事 費

排 水 施 設 工 事 費

給 水 施 設 工 事 費

附 帯 工 事 費

事 務 費

借 入 金 利 息

計 



- 162 - 

２ 年 度 別 資 金 計 画 書 

（単位  千円） 

          年 度 

科 目 

年度 年度 年度 計 

支 

出 

事 業 費     

用 地 費     

工 事 費     

附 帯 工 事 費     

事 務 費     

借 入 金 利 息     

借 入 償 還 金     

      計     

収 

入 

自 己 資 金     

借 入 金     

処 分 収 入     

宅 地 処 分 収 入     

補 助 負 担 金     

計     

借 入 金 の 借 入 先  



- 163 - 

様式第９号（第３条関係） 

工事施行者の能力に関する申告書 
年 月 日  

（宛先）静岡市長 

住所
法人にあっては、その
主たる事務所の所在地

申 請 者 氏名
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名

電話

住所
法人にあっては、その
主たる事務所の所在地

工事施行者 氏名
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名

電話

  都市計画法第33条第１項第13号に規定する必要な能力について、次のとおり申告します。 

設 立 年 月 日 年  月  日 資本金 千円

法 令 に よ る 登 録 等

従 業 員 数
事 務 技 術 労 務 計 

人 人 人 人

前年度又は前年の納税額 法人税又は所得税    千円 事業税    千円 

主 た る 取 引 金 融 機 関

建設業法第26条第１項の規
定による主任技術者の住所及
び氏名 

技
術
者
略
歴

職 名 氏 名 年 齢 在社年数 資格・免許・学歴・その他 

  歳 年

宅
地
造
成
工
事
等
施
行
経
歴

注文主の氏名 
元請・下請
の 別

工事施行場所 面積 許認可年月日 完了年月

m2 年 月 日 年 月

    年 月 日 年 月

    年 月 日 年 月

    年 月 日 年 月

    年 月 日 年 月

 (注) 

１ 法令による登録等の欄には、建設業法による建設業者の登録、建築士法による建築

士事務所の登録等について記入してください。 

   ２ この申告書には、次に掲げる書類を添付してください。 

   (１)前年度に係る法人税又は前年に係る所得税の納税証明書 

   (２)法人の登記簿謄本（個人の場合は、本籍地市区町村長の発行する身分証明書） 

   (３)銀行等の預金残高証明書 
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様式第10号（第４条関係） 

第     号 

                                 年  月  日 

開 発 行 為 許 可 書 

 次のとおり、都市計画法第29条 
第１項 

第２項 
の規定による開発行為の許可をします。 

          様 

静岡市長 氏 名  印 

開

発

行

為

の

概

要

１
開発区域に含まれる地域の名

          称 

２ 開 発 区 域 の 面 積 m2

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日         年   月   日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日         年   月   日 

７
自己の居住の用に供するも
の、自己の業務の用に供する
もの、その他のものの別 

８ 
法第 34 条の該当号及び該当

する理由 

９ そ の 他 必 要 な 事 項

受 付 年 月日 及 び 番 号        年   月   日  第    号 

許 可 に 付 し た 条 件

許 可 年 月日 及 び 番 号        年   月   日  第    号 
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様式第２号（第２条関係） 

都市計画法第32条第１項の規定に基づく同意申請書（道路・河川等用） 

開発行為の場所 静岡市 

開発行為の目的 

開発区域面積 

工     期 

 静岡市有財産であ

る公共施設 

所

在

面

積

   道 路        ㎡   その他        ㎡ 

   水 路        ㎡    計         ㎡ 

新たに設置し静岡

市に帰属すること

となる公共施設 

所

在

面

積

   道 路        ㎡   その他        ㎡ 

   水 路        ㎡    計         ㎡ 

添付書類 

(1)位置図    (2)公図写    (2)計画概要図（新旧対照図） 

(4)求積図（新旧別）    (5)その他必要とする書類 

  上記のとおり、静岡市有財産を開発区域に含めること及び新たに設置する公共施設を静岡市有 

財産とすることについて同意を得たいので、都市計画法第32条第１項の規定に基づき申請します。

                                     年  月  日 

   公共施設管理者 

   （宛先）静岡市長 

                    開発許可申請者 

住 所 

                    氏 名                       



- 166 - 

様式第３号その１（第２条、第３条関係）                        （第１面） 

都市計画法第32条第２項に基づく協議（変更）申請書（道路・河川等用） 

開発行為の場所 静岡市 

開発行為の目的 

開発区域面積 

工     期 

新設する公共施設の

管理及び用地の帰属等
新設する公共施設一覧表のとおり 

添 付 書 類 

(1)位置図  (2)公図写  (3)土地利用計画図  (4)求積図 

(5)構造図  (6)その他必要とする書類 

上記のとおり、都市計画法の開発行為により新設する公共施設の管理及び用地の帰属等について

同法第32条第２項の規定に基づく協議を申請します。 

                                     年  月  日 

   公共施設管理者 

   （宛先）静岡市長 

                    開発許可申請者 

住 所 

                    氏 名                     

 （注） 

１ 当初申請の場合は、（変更）を二重線で消してください。 

  ２ 変更申請の場合は、変更前の事項を黒書きで、変更後の事項を赤書きで記入してください。 
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                                           （第２面） 

新設する公共施設一覧表（道路・河川等用） 

開発区域の名称 静岡市                        外    筆 

開発区域の面積            ㎡ 事前審査年月日     年  月  日 

新設する

公共施設

の名称 

新旧対照

図に付し

た番号 

概    要 
管理者と

なるべき

者の名称

用 地 の

帰    属

費用負担 摘  要

延  長

（ｍ） 

幅  員

（ｍ） 

面  積

（㎡） 

（注） 

１ 道路についての概要欄の幅員は有効幅員を、面積については道路敷の面積を記入してください。 

２ 摘要欄は、新設、付替、拡幅又は存置の別を記入してください。 

  ３ 変更申請の場合は、変更前の事項を黒書きで、変更後の事項を赤書きで記入してください。 
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様式第３号その２（第２条、第３条関係）                        （第１面） 

都市計画法第32条第２項の規定に基づく協議（変更）申請書（公園用） 

開発行為の場所 静岡市 

開発行為の目的 

開発区域面積 

工     期 

新設する公共施設の

管理及び用地の帰属等
新設する公共施設一覧表のとおり 

添 付 書 類 

(1)位置図  (2)公図写  (3)土地利用計画図  (4)求積図 

(5)構造図  (6)その他必要とする書類 

上記のとおり、都市計画法の開発行為により新設する公共施設の管理及び用地の帰属等について

同法第32条第２項の規定に基づく協議を申請します。 

                                   年  月  日 

   公共施設管理者 

 （宛先）静岡市長 

                    開発許可申請者 

住 所 

                    氏 名                    

 （注） 

１ 当初申請の場合は、（変更）を二重線で消してください。 

  ２ 変更申請の場合は、変更前の事項を黒書きで、変更後の事項を赤書きで記入してください。 
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                                           （第２面） 

新設する公共施設一覧表（公園用）

 開発区域の名称 静岡市                        外    筆 

 開発区域の面積            ㎡  事前審査年月日     年  月  日 

新設する

公共施設

の名称 

新旧対照

図に付し

た番号 

概    要 管理者と

なるべき

者の名称

用 地 の

帰    属

費用負担 摘  要

公共施設及び 

施 設 名 

面積（㎡） 

又は数量 

注 変更申請の場合は、変更前の事項を黒書きで、変更後の事項を赤書きで記入してください。 
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様式第３号その３（第２条、第３条関係）                        （第１面） 

都市計画法第32条第２項の規定に基づく協議（変更）申請書（下水道用） 

開発行為の場所 静岡市 

開発行為の目的 

開発区域面積 

工     期 

新設する公共施設の

管理及び用地の帰属等
  新設する公共施設一覧表のとおり 

添 付 書 類 

(1)位置図  (2)公図写  (3)土地利用計画図  (4)求積図 

(5)構造図  (6)その他必要とする書類 

上記のとおり、都市計画法の開発行為により新設する公共施設の管理及び用地の帰属等について 

同法第32条第２項の規定に基づく協議を申請します。 

                                       年  月  日

  公共施設管理者 

  （宛先）静岡市公営企業管理者 

                       開発許可申請者 

住 所 

                       氏 名                   

 （注） 

１ 当初申請の場合は、（変更）を二重線で消してください。 

  ２ 変更申請の場合は、変更前の事項を黒書きで、変更後の事項を赤書きで記入してください。 
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                                           （第２面） 

新設する公共施設一覧表（下水道用）

開発区域の名称 静岡市                        外    筆 

開発区域の面積           ㎡ 事前審査年月日     年  月  日 

新設する

公共施設

の名称 

新旧対照

図に付し

た番号 

概    要 管理者と

なるべき

者の名称

用 地 の

帰    属

費用負担 摘  要
公共施設及び 

施 設 名 

 面積（㎡）

又は数量 

（注） 

１ 公共施設の名称は、管きょ、マンホール、取付管等の種別ごとに記入してください。 

２ 変更申請の場合は、変更前の事項を黒書きで、変更後の事項を赤書きで記入してください。 
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様式第３号その４（第２条、第３条関係）                        （第１面） 

都市計画法第32条第２項の規定に基づく協議（変更）申請書（消防用） 

開発行為の場所 静岡市 

開発行為の目的 

開発区域面積 

工     期 

新設する公共施設の

管理及び用地の帰属等
  新設する公共施設一覧表のとおり 

添 付 書 類 

(1)位置図  (2)公図写  (3)土地利用計画図  (4)求積図 

(5)構造図  (6)その他必要とする書類 

上記のとおり、都市計画法の開発行為により新設する公共施設の管理及び用地の帰属等について 

同法第32条第２項の規定に基づく協議を申請します。 

                                       年  月  日

  公共施設管理者 

  （宛先）静岡市長 

                       開発許可申請者 

住 所 

                       氏 名                   

 （注） 

１ 当初申請の場合は、（変更）を二重線で消してください。 

  ２ 変更申請の場合は、変更前の事項を黒書きで、変更後の事項を赤書きで記入してください。 
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                                           （第２面） 

新設する公共施設一覧表（消防用）

 開発区域の名称 静岡市                        外    筆 

 開発区域の面積            ㎡  事前審査年月日     年  月  日 

新設する

公共施設

の名称 

新旧対照

図に付し

た番号 

概      要 

（井戸） 

管理者と

なるべき

者の名称

用 地 の

帰  属

費用負担 摘  要
全深

ｍ 
口径

集水 

管数 

面 積 

㎡ 

新設する

公共施設

の名称 

新旧対照

図に付し

た番号 

概      要 

（防火水槽） 

管理者と

なるべき

者の名称

用 地 の

帰  属

費用負担 摘  要

タテ

ｍ 
ヨコ 深さ 容量

面積

㎡ 

注 変更申請の場合は、変更前の事項を黒書きで、変更後の事項を赤書きで記入してください。 
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様式第４号（第２条関係） 

                                      第     号 

                                       年  月  日 

                様 

                           公共施設管理者 

                              静岡市長  氏   名   印 

都市計画法第32条第１項の規定に基づく同意について（通知） 

    年  月  日付けによる申請については、下記のとおり同意します。  

記 

   １ 従前の公共施設の一覧表（付替をしない場合） 

     別紙１のとおり 

   ２ 付替に係る公共施設の一覧表（付替をした場合） 

     別紙２のとおり 
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別紙１ 

従前の公共施設一覧表（付替をしない場合） 

従前の公共施設

の   名  称

新旧対照図に

付 し た 番 号

廃止、付替

拡幅等の別

概         要 
管 理 者 の

名     称

所 有 者 の

名     称

摘  要 

延 長 幅 員 面 積 

計         

   注 この書式は、開発区域の公共施設を廃止し、拡幅し、又はそのまま存置する場合に使用してください。 
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別紙２ 

付替に係る公共施設一覧表（付替をした場合） 

従前の公共施設 付替に係る公共施設 

付替後における従前の 

公共施設用地の帰属 
摘  要 

 名  称
 新旧対照図に

 付した番号 

 地  積

（㎡）

 土地所有者

 の 名 称
 名  称

 新旧対照図に

 付した番号 

 地  積

（㎡）

計    計     

   （注） 

１ この書式は、開発区域の公共施設を付け替える場合に使用してください。 

    ２ 「付替後における従前の公共施設用地の帰属」欄は、開発行為の許可を受けた者を記入してください。 

    ３ 「摘要」欄は、付替に係る公共施設の所有者を記入してください。
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様式第５号その１（第２条、第３条関係） 

                                       第     号 

                                       年  月  日 

                様 

                           公共施設管理者 

                              静岡市長  氏   名   印 

都市計画法第32条第２項の規定に基づく協議（変更）について（通知） 

    年  月  日付けによる申請については、申請どおり協議に応じます。 

     なお、下記事項を速やかに履行されるよう併せて通知します。 

記  

   １ 条 件 

  注 当初申請の場合は、（変更）を二重線で消してください。 
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様式第５号その２（第２条、第３条関係） 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

                 様 

                           公共施設管理者 

                           静岡市長  氏   名   印 

都市計画法第32条第２項の規定に基づく協議（変更）について（通知）  

本書及び添付図書に記載の開発行為に伴って設置する公園、緑地及び広場の管理及び帰属に 

ついては、下記の条件を付して協議に応じます。 

開発行為の場所 

開発行為の目的  

開発区域面積  完了予定日

静岡市が管理し、帰 

属することとなる公 

園、緑地及び広場 

土 地 の 所 在 面   積 備    考 

条    件 

  注 当初申請の場合は、（変更）を二重線で消してください。 
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様式第５号その３（第２条、第３条関係） 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

                 様 

                           公共施設管理者 

                           静岡市長  氏   名   印 

都市計画法第32条第２項の規定に基づく協議（変更）について（通知）  

本書及び添付図書に記載の開発行為において、都市計画法施行令第25条第１項第６号に規定 

する公園、緑地及び広場が特に必要ないと認められるので、下記指導を付して協議に応じます。 

開発行為の場所  

開発行為の目的  

開発区域面積  

静岡市が管理し、帰 

 属することとなる公 

 園、緑地及び広場 

指 導 内 容 

  注 当初申請の場合は、（変更）を二重線で消してください。 
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様式第５号その４（第２条、第３条関係） 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

                 様 

                        公共施設管理者 

                        静岡市公営企業管理者  氏   名   印 

都市計画法第32条第２項の規定に基づく協議（変更）について（通知） 

    年  月  日付けによる申請については、申請どおり協議に応じます。 

     なお、下記事項を速やかに履行されるよう併せて通知します。 

記   

   １ 条 件 

注 当初申請の場合は、（変更）を二重線で消してください。 
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様式第６号（第３条関係）                               （第１面） 

都市計画法第32条第１項の規定に基づく同意の変更申請書（道路・河川等用） 

開発行為の場所 静岡市 

開発行為の目的 

開発区域面積 

工     期 

静岡市有財産であ

る公共施設 

 所

 在

面

積

変更前
道 路      ㎡   その他        ㎡ 

水 路      ㎡    計         ㎡ 

変更後
道 路      ㎡   その他        ㎡ 

水 路      ㎡    計         ㎡ 

新たに設置し静岡

市に帰属すること

となる公共施設 

 所

 在

面

積

変更前
道 路      ㎡   その他        ㎡ 

水 路      ㎡    計         ㎡ 

変更後
道 路      ㎡   その他        ㎡ 

水 路      ㎡    計         ㎡ 

添付書類 

(1)位置図    (2)公図写    (3)計画概要図（新旧対照図） 

(4)求積図（新旧別）    (5)その他必要とする書類 

  上記のとおり、    年  月  日付け  第  号で同意を得た静岡市有財産を開発区域 

に含めること及び新たに設置する公共施設を静岡市有財産とすることについて、変更をしたいので 

都市計画法第35条の２第４項で準用する同法第32条第１項の規定に基づき申請します。 

                               年  月  日 

 公共施設管理者 

  （宛先）静岡市長 

                      開発許可申請者 

住 所 

                      氏 名                    
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                                           （第２面） 

  編入する市有地調書（従前の公共施設） 

図面対

照番号
大字 字 

起終点地番 

延 長 平均幅 面 積 備  考 

起 点 終 点

から まで         ｍ          ｍ      ㎡

 （注） 

１ 起点及び終点は、隣接地番で記載してください。 

  ２ 付替、拡幅、存置又は廃止の別を備考欄に記載してください。 
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                                           （第３面） 

  施行後市有地に編入する調書（付替等をする公共施設） 

図面対

照番号
大字 字 

起終点地番 

延 長 平均幅 面 積 備  考 

起 点 終 点

から まで     ｍ      ｍ      ㎡

 （注） 

１ 起点及び終点は、隣接地番で記載してください。 

  ２ 付替、拡幅、存置又は廃止の別を備考欄に記載してください。 
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様式第７号（第３条関係） 

                                      第     号 

                                      年  月  日 

                様 

                           公共施設管理者 

                           静岡市長  氏   名   印 

都市計画法第32条第１項の規定に基づく同意の変更について（通知） 

    年  月  日付けによる変更申請については、下記のとおり同意します。  

記 

   １ 変更後の従前の公共施設の一覧表（付替をしない場合） 

     別紙１のとおり 

   ２ 変更後の付替に係る公共施設の一覧表（付替をした場合） 

     別紙２のとおり 

  ３ その他（条件等） 
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様式第15号（第９条関係） 

工 事 着 手 届 出 書  

年 月 日  

（宛先）静岡市長 

住所
法人にあっては、その
主たる事務所の所在地

届出者 氏名
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名

電話

  次のとおり、開発行為の工事に着手しますので、静岡市都市計画法施行細則第９条の 

規定により届け出ます。 

開発行為許可年月日及び番号      年  月  日 第      号 

開発区域に含まれる地域の名

称 

工事
着 手

完了予定
年 月 日

    年  月  日 着 手 

    年  月  日 完了予定 

工 事 の 工 程 別 表 の と お り 

工

事

施

行

者

氏 名

住 所

連 絡 場 所

電話番号        

現

場

管

理

者

氏 名

住 所

連 絡 場 所

電話番号        
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様式第15号別表 

工 程 表 

工 種 細別 数量 単位

月 月 月 月 月 月 月 月 月

１ 11 21 １ 11 21 １ 11 21 １ 11 21 １ 11 21 １ 11 21 １ 11 21 １ 11 21 １ 11 21

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20  10 20
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様式第11号の２（第５条の２関係）

開 発 行 為 協 議 申 出 書 

都市計画法第34条の２第1項の規定により、開発行為の協議を申し出ます。 

年  月  日 

（宛先）静岡市長  

   所 在 地 

申出者   名 称 及 び  

                  代表者氏名            

       電    話 

開

発

行

為

の

概

要

１ 開発区域に含まれる地域の名称

２ 開 発 区 域 の 面 積 ㎡ 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

４ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年  月  日 

５ 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

６  自己の業務の用に供するもの、

そ の 他 の も の の 別

７ そ の 他 必 要 な 事 項  

※ 受 付 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日   第     号 

※ 協議成立に付した条件  

※ 協議成立年月日及び番号 年  月  日   第     号 

 （注） 

１ ※印欄は、記入しないでください。 

２ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の 

法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載してください。 
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様式第11号の３（第５条の３関係）

                                 第     号 

                                 年  月  日 

開 発 行 為 協 議 成 立 書 

 次のとおり、都市計画法第34条の２第1項の規定による開発行為の協議が成立したので、

通知します。 

            様 

静岡市長 氏   名 印   

開

発

行

為

の

概

要

１ 開発区域に含まれる 

  地 域 の 名 称 

２ 開 発 区 域 の 面 積 

３ 予定建築物の用途                              ㎡

４ 工事着手予定年月日 

５ 工事完了予定年月日 年  月  日 

６ 自己の業務の用に供するも

の、その他のものの別 
年  月  日 

７ その他必要な事項  

受 付 年 月 日 ・ 番 号    年  月  日  第     号 

協議成立に付した条件 

協 議 成 立 年 月 日 ・ 番 号    年  月  日  第     号 
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様式第16号（第11条関係） 

90㎝以上 

（開発面積3,000m2未満のものは、60㎝以上） 

8
0
㎝
以
上
 

（
開
発
面
積

3
,
0
00
m
2
未
満
の
も
の
は
、
4
5
㎝
以
上
）
 

開 発 行 為 許 可 標 識 

許 可 年 月 日 及 び 番 号     年  月  日 第     号

許 可 者 静 岡 市 長  氏     名 

許可を受けた者の住所氏名（法人

にあっては、名称及び代表者名）

工事施行者住所氏名（法人にあっ

ては、名称及び代表者名） 

開発区域に含まれる地域の名称

開 発 区 域 の 面 積 m2

工 事 予 定 期 間
     年    月    日から 

     年    月    日まで 

工 事 現 場 管 理 者 氏 名
電話番号         

予 定 建 築 物 等 の 用 途

8
0
㎝
以
上
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別記様式第四（第29条関係） 

工 事 完 了 届 出 書 

  年  月  日 

（宛先）静岡市長 

住 所 

届出者 

氏 名             

都 市 計 画 法 第 ３ ６ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 

（許可番号     年   月  日      第       号）が下記のとおり 

完 了 し ま し た の で 届 け 出 ま す 。 

記 

１  工 事 完 了 年 月 日       年  月  日 

２  工事を完了した開発区域又は 

   工区に含まれる地域の名称 

※ 受 付 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日   第       号 

※ 検 査 年 月 日 年  月  日 

※ 検 査 結 果 合   否 

※ 検査済証発行年月日及び番号 年  月  日   第       号 

※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年  月  日 

備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載 

すること。 

   ２ ※印のある欄は記載しないこと。 
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別記様式第五（第29条関係） 

公 共 施 設 工 事 完 了 届 出 書 

  年  月  日 

（宛先）静岡市長 

住 所 

届出者 

氏 名             

都 市 計 画 法 第 ３ ６ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 公 共 施 設 に 関 す る 工 事 

（許可番号     年   月  日      第       号）が下記のとおり 

完 了 し ま し た の で 届 け 出 ま す 。 

記 

１  工 事 完 了 年 月 日       年  月  日 

２  工事を完了した公共施設が存する 

   開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

３  工事を完了した公共施設 

※ 受 付 年 月 日 及 び 番 号 年  月  日   第       号 

※ 検 査 年 月 日 年  月  日 

※ 検 査 結 果 合   否 

※ 検査済証発行年月日及び番号 年  月  日   第       号 

※ 工 事 完 了 公 告 年 月 日 年  月  日 

備考１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載 

すること。 

  ２ ※印のある欄は記載しないこと。 
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様式第40号（要領第11関係） 

開発行為に関する工事の完了検査復命書 

許 可 番 号  
開発区域の 

名   称 

許可年月日      年  月  日 

着手 

年月日 

完了 

     年  月  日 

     年  月  日 

開 発 者  検査年月日      年  月  日 

設 計 者  検 査 員 

工事施行者  検査立会人 

検     査     結     果 

検査事項 

指示事項 

指 示 事 項 等 の 確 認 （ 再 検 査 ） 

指示工事（指示事項）完了 

報 告 年 月 日 
年  月  日 

確認方法及び確認年月日 
確 認 方 法   現場検査・写真・その他（       ） 

確認年月日      年  月  日 

備 考 
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様式第８号（第５条関係） 

第       号 

    年  月  日 

             様 

静岡市長 氏  名 印 

都市計画法第３６条第２項の規定に基づく検査の結果に係る指示書 

都市計画法第３６条第２項の規定に基づく検査の結果、下記記載の事項について指示します。 

許 可 番 号 第     号 開発区域の名称  

許可年月日  着 手 年 月 日 年  月  日 

設 計 者  完 了 年 月 日 年  月  日 

施 行 者  検 査 年 月 日 年  月  日 

指 示 事 項 

手 直 期 日 年  月  日 

注意 １ 事業者又は工事施行者は、検査に合格しなかったときは、遅滞なく補修又は改造 

    のうえ、再び検査を受けてください。 

   ２ 事業者又は工事施行者は、その工事において地中又は水中等外部に表れない工事 

    で、その適否を判断しがたいものは写真を添付してください。 

   ３ 指示事項に基づく工事が完了したときは、市長に対し、その旨の届を２部提出し 

    てください。 
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様式第９号（第５条関係） 

  年  月  日 

（宛先）静岡市長 

開発者 

住 所 

氏 名             

指 示 書 に 基 づ く 工 事 完 了 届 

指示書に基づく指示事項に係る工事が完了したので届け出ます。 

     許可年月日         年  月  日    第     号 

     及 び 番 号 

     開 発 地 

     工事施行者 

     指 示 事 項 

     再検査希望日       年  月  日 
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別記様式第六（第30条関係） 

開 発 行 為 に 関 す る 工 事 の 検 査 済 証 

第     号  

  年  月  日 

静岡市長 

 下記の開発行為に関する工事は、    年  月  日検査の結果、都市計画法第２９条 

第 項の規定による開発許可の内容に適合していることを証明します。 

記 

１ 許可年月日及び番号       年  月  日     第          号 

２ 開発区域又は工区に 

  含まれる地域の名称 

３ 許可を受けた者の 

  住 所 及 び 氏 名 
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別記様式第七（第30条関係） 

公 共 施 設 に 関 す る 工 事 の 検 査 済 証 

第     号  

  年  月  日 

静岡市長 

 下記の公共施設に関する工事は、    年  月  日検査の結果、都市計画法第２９条 

第 項の規定による開発許可の内容に適合していることを証明します。 

記 

１ 許可年月日及び番号       年  月  日     第          号 

２ 工事を完了した公共 

  施設が存する開発区 

  域又は工区に含まれ 

  る 地 域 の 名 称 

３ 工事を完了した公共 

  施       設 

４ 許可を受けた者の 

  住 所 及 び 氏 名 
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様式第17号（第13条関係） 

工事完了公告前の建築等の承認申請書 

年 月 日  

（宛先）静岡市長 

住所
法人にあっては、その
主たる事務所の所在地

申請者 氏名
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名

電話

  都市計画法第37条第１号の規定による承認を受けたいので、次のとおり申請します。 

開発行為許可年月日及び番号     年   月   日  第     号 

開発区域に含まれる地域の名称

建築等の承認を受けようとする
土地の区域 

建築等の承認を受けようとする
建築物等の用途、規模及び構造 

申 請 の 理 由

 (注) この申請書には、次に掲げる書類を添付してください。 

   (１) 付近見取図 

   (２) 承認を受けようとする部分を明示した土地利用計画図 

     （S＝１／1,000以上 敷地の位置を赤線で囲んでください。） 

   (３) 配置図（S＝１／200以上） 

   (４) 各階平面図（S＝１／200以上） 

   (５) ２面以上の立面図（S＝１／200以上） 

   (６) 現況写真（縦7.5センチメートル、横11センチメートル程度） 
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様式第18号（第13条関係） 

第     号 

                                 年  月  日 

工事完了公告前の建築等の承認書 

          様 

静岡市長 氏 名 印 

  次のとおり、都市計画法第 37 条第１号の規定による工事完了公告前の建築等を承認しま

す。 

開発行為許可年月日及び番号     年  月  日  第     号 

開発区域に含まれる地域の名称  

建築等を承認する土地の区域

建築等を承認する建築物等の用

途、規模及び構造    

そ の 他 必 要 な 事 項

受 付 年 月 日 及 び 番 号     年  月  日  第     号 

承 認 に 付 し た 条 件

承 認 年 月 日 及 び 番 号     年  月  日  第     号 
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別記様式第八（第32条関係） 

開 発 行 為 に 関 す る 工 事 の 廃 止 の 届 出 書 

  年  月  日 

（宛先）静岡市長 

住 所 

届出者 

氏 名             

都 市 計 画 法 第 ３ ８ 条 の 規 定 に よ り 、 開 発 行 為 に 関 す る 工 事 （ 許 可 

番号     年   月   日    第       号）を下記のとおり 

廃 止 し ま し た の で 届 け 出 ま す 。 

記 

１ 開発行為に関する工事を          

  廃 止 し た 年 月 日           年  月  日 

２ 開発行為に関する工事の 

  廃止に係わる地域の名称 

３ 開発行為に関する工事の 

  廃止に係わる地域の面積 

備 考  届出者が法人である場合においては、氏名はその法人の名称及び代表者の氏名を記

載すること。 
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様式第12号（第６条関係） 

開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書 

 都市計画法第 35 条の２第１項の規定により、開発行為の変更の許

可を申請します。 

年 月 日 

 （宛先）静岡市長 

※ 手 数 料 欄

住所

申請者 氏名

電話

区 分 変 更 前 変 更 後 

開
発
行
為
の
変
更
の
概
要

１
開発区域に含まれる

地 域 の 名 称

２ 開 発 区 域 の 面 積 ｍ2 ｍ2

３ 予定建築物等の用途

４ 工事施行者住所氏名

５
法第 34 条の該当号

及び該当する理由

６ その他必要な事項

変 更 の 理 由

許 可 年 月 日 及 び 番 号      年   月   日  第     号 

※ 受付年月日及び番号      年   月   日  第     号 

※ 変更の許可に付した条件

※ 変更許可年月日及び番号      年   月   日  第     号 

 (注) 

  １ 変更許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の 

   名称及び代表者の氏名を記載してください。 

２ ※印欄は、記入しないでください。 

  ３ 「法第 34 条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為の変更が市

街化調整区域内において行われる場合に記載してください。 

  ４ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その

他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載してください。 
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様式第13号（第７条関係） 

第     号 

                                 年  月  日 

開 発 行 為 変 更 許 可 書 

  次のとおり、都市計画法第35条の２第１項の規定による開発行為の変更許可をします。 

          様 

静岡市長 氏 名 印  

開

発

行

為

の

変

更

の

概

要

１開発区域に含まれる

地 域 の 名 称 

２ 開 発 区 域 の 面 積 m2

３予定建築物の用途

４工事施行者住所氏名

５法第 34 条の該当

号及び該当する理由

６その他必要な事項

受 付 年 月 日 及 び 番 号     年  月  日    第    号 

変 更 許 可 に 付 し た 条 件

変更許可年月日及び番号     年  月  日    第    号 
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様式第14号（第８条関係） 

開 発 行 為 変 更 届 出 書 

年 月 日  

（宛先）静岡市長 

住所
法人にあっては、その
主たる事務所の所在地

申請者 氏名
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名

電話

  次のとおり開発行為の変更をしたので、都市計画法第 35 条の２第３項の規定により届け

出ます。 

変 更 に 係 る 事 項

変 更 の 理 由

許可年月日及び番号       年  月  日     第     号 

 (注) 変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載してください。 
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様式第14号の２（第８条の２関係）

開 発 行 為 変 更 協 議 申 出 書  

 都市計画法第 35 条の２第 4 項の規定において準用する同法第 34 条の２第 1 項の規

定により、開発行為の変更の協議を申し出ます。 

年  月  日

 （宛先）静岡市長  

  所  在  地 

申出者     名 称 及 び 

代表者氏名            

       電    話 

区 分 変 更 前 変 更 後 

開
発
行
為
の
変
更
の
概
要

１
開発区域に含まれる

地 域 の 名 称

２開 発 区 域 の 面 積 ｍ2 ｍ2

３予定建築物等の用途

４その他必要な事項

変 更 の 理 由

協議成立年月日及び番号      年   月   日  第     号 

※ 受付年月日及び番号      年   月   日  第     号 

※ 変更の協議成立に 

付した条件 

※ 変更協議成立年月日 

及び番号 
     年   月   日  第     号 

 (注) 

１ ※印欄は、記入しないでください。 

２ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その 

他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載してください。 
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様式第14号の３（第８条の３関係）

第     号 

                                 年  月  日 

開 発 行 為 変 更 協 議 成 立 書  

次のとおり、都市計画法第 35 条の２第 4 項の規定において準用する同法第 34 条の２第

１項の規定による開発行為の変更協議が成立したので通知します。 

          様 

静岡市長 氏   名 印   

開
発
行
為
の
変
更
の
概
要

１開発区域に含まれる

地 域 の 名 称 

２ 開 発 区 域 の 面 積 m2

３ 予 定 建 築 物 の 用 途

４ そ の 他 必 要 な 事 項

受 付 年 月 日 及 び 番 号     年  月  日    第    号 

変更協議成立に付した条件

変 更 協 議 成 立 年 月 日

及 び 番 号
    年  月  日    第    号 
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様式第24号（第18条関係） 

地 位 の 承 継 届 出 書 

年  月  日  

（宛先）静岡市長 

住所
法人にあっては、その
主たる事務所の所在地

届出者 氏名
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名

電話

  次のとおり、都市計画法第44条の規定による地位を承継したので、届け出ます。 

開発行為等許可年月日及び番号     年  月  日  第     号 

開発区域に含まれる地域の名称

又は建築物の新築等の許可を受

けた宅地の所在地 

被 承 継 人 の
住 所

氏 名

承 継 の 理 由

承 継 年 月 日

 (注) この届には、承継の事実を証する書類を添付してください。 
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様式第25号（第19条関係） 

地 位 の 承 継 の 承 認 申 請 書 

 都市計画法第 45 条の規定による地位の承継の承認を受けたいの

で、次のとおり申請します。 

年 月 日 

 （宛先）静岡市長 

※ 手 数 料 欄

住所
法人にあっては、その
主たる事務所の所在地

申請者 氏名
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名

電話

開発行為許可年月日及び番号     年  月  日  第     号 

開発区域に含まれる地域の名称

被 承 継 人 の
住 所

氏 名

承 継 の 理 由

承 継 年 月 日

 (注) 

  １ ※印欄は、記入しないでください。 

  ２ この申請書には、次に掲げる書類を添付してください。 

   (１) 土地の所有権その他開発行為に関する工事を施行する権原を取得したことを証

する書類 

   (２)都市計画法施行規則第16条第５項に規定する資金計画書 

   (３)静岡市都市計画法施行細則第３条第３項、第５項及び第６項に規定する書類 
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様式第26号（第19条関係） 

第     号 

                                 年  月  日 

地 位 の 承 継 の 承 認 書 

  次のとおり、都市計画法第45条の規定による地位の承継を承認します。 

          様 

静岡市長 氏 名 印  

開発行為許可年月日及び番号      年  月  日  第     号 

開発区域に含まれる地域の名称

被 承 継 人 の

住 所

氏 名

承 継 年 月 日      年   月   日 

受付年月日及び番号       年   月   日   第      号 

承認に付した条件

承認年月日及び番号       年   月   日   第      号 
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様式第27号 

開 発 登 録 簿      No.       

当初

許可

許可番号 第     号 承継承認番号 第     号

許可年月日 年  月  日 承継承認年月日 年  月  日

許可を受けた者

の住所氏名

住所 承継人の住所氏

名

住所

氏名 氏名

開発区域に含ま

れる地域の名称

開発総面積 m2

工区名及び面積 工区 m2

地域・地区 等 市街化区域 用途地域(  )

市街化調整区域 

都市計画区域外の区域

工区 m2

工区 m2

予定建築物の用

途

法第42条第1項

ただし書の規定

による許可工事施行者の住

所氏名

住所

氏名 法第42条第2項

の規定による協

議工事予定期間 着手予定 年  月  日

完成予定 年  月  日

建築制限解除 承認年月日 承 認

番号

建物の規模構造

変更許可 変 更

許 可

番号

許可年月日 変更の内容

工事完了検査 工 区

名

検査年月日 検査済証交付年

月日

公告年月日 摘要

備考

 (注) 法第 42 条第１項ただし書の規定による許可があったとき、又は同条第２項の協議が

成立したときは、その内容を記入してください。
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様式第28号（第21条関係） 

開発登録簿の写しの交付申請書 

 都市計画法第 47 条第５項の規定による開発登録簿の写しの交付を受

けたいので、次のとおり申請します。 

年  月  日 

 （宛先）静岡市長 

※手 数 料 欄

住所
法人にあっては、その
主たる事務所の所在地

申請者 氏名
法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名

電話

開発行為許可を受けた者の氏名

開発区域に含まれる地域の名称

交 付 申 請 の 枚 数           枚 

使 用 の 目 的

 (注) ※印欄は、記入しないでください。 
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様式第35号その１（第32条関係） 

適 合 証 明 申 請 書 

年  月  日  

 (宛先)静岡市長 

住所

申請者 氏名

電話              

  都市計画法施行規則第60条の規定により、次のとおり都市計画法の規定に適合している旨

の証明を申請します。 

建築物等の敷地の

所在、地番及び面

積 

区 域 区 分 □市街化区域  □市街化調整区域  □都市計画区域外の区域 

用 途 地 域

建 築 物 等 の 用 途

適合する都市計画

法の条項の区分 

□第29条第１項  □第29条第２項  □第35条の２第１項 

□第41条第２項  □第42条      □第43条第１項 

適 合 内 容

開 発 許 可 等 の

年 月 日 及 び 番 号
      年  月  日  第         号 

法人にあっては、その
主たる事務所の所在地 

法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名 
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様式第35号の２その１（第32条関係） 

適 合 証 明 書 

年  月  日  

            様 

                       静岡市長   氏  名   □印 

  次のとおり都市計画法の規定に適合している旨を証明します。 

建築物等の敷地の

所在、地番及び面

積 

区 域 区 分 □市街化区域  □市街化調整区域  □都市計画区域外の区域 

用 途 地 域

建 築 物 等 の 用 途

適合する都市計画

法の条項の区分 

□第29条第１項  □第29条第２項  □第35条の２第１項 

□第41条第２項  □第42条      □第43条第１項 

適 合 内 容

開 発 許 可 等 の

年 月 日 及 び 番 号
      年  月  日  第         号 

（注） この証明書に添付した図書が不足しているもの及び加除訂正がされたものは、無効で

す。 


